
 

 

２ 参考資料 

 (1) 人口及び就業構造 

  ① 年齢層別人口動態 

     

  

総  計 0～14 歳 15～64 歳 65 歳以上 

計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 

実 数 

（人） 

22 年 

27 年 

2 年 

(100.0) 

(91.7) 

(83.2) 

33,820 

31,005 

28,248 

36,390 

33,410 

30,183 

7,118 

5,780 

4,470 

3,625

2,969 

2,251 

3,493 

2,811 

2,219 

42,813 

36,797 

31,241 

21,862 

18,842 

16,097 

20,951 

17,955 

15,144 

20,194 

21,627 

22,053 

8,267 

9,069 

9,483 

11,927 

12,558 

12,570 

構成比 

（％） 

22 年 

27 年 

2 年 

100.0 

100.0 

100.0 

48.2 

48.1 

48.3 

51.8 

51.9 

51.7 

10.2 

9.0 

7.7 

5.2 

4.6 

3.9 

5.0 

4.4 

3.8 

61.0 

57.3 

53.5 

31.2 

29.2 

27.5 

29.8 

27.9 

25.9 

28.8 

33.7 

37.7 

11.8 

14.1 

16.2 

17.0 

19.5 

21.5 

（注）１．資料は国勢調査とする。 

    ２．年次は、結果が公表されている最近３回の国勢調査年次とする。 

    ３．総数の計の（ ）内には隔年時の比率を記入する。 

   

 

 

② 産業部門別就業者数等 

 年次 総 数 

第１次産業 第２次産業 第３次産業 

農業 林業 漁業 小計  
うち木材・ 

木製品製造業 
 

実 数 

（人） 

22 年 

27 年 

2 年 

32,568 

30,223 

27,185  

3,046 

2,842

2,563 

3 

5 

3 

540 

460 

386 

3,589 

3,307 

2,949 

9,981 

8,844 

7,930 

79 

23 

 

18,998 

18,072 

16,306 

構成比 

（％） 

22 年 

27 年 

2 年 

100.0 

100.0 

100.0 

9.4 

9.4 

9.4 

0.0 

0.0 

0.0 

1.7 

1.5 

1.4 

11.0 

10.9 

10.8 

30.6 

29.3 

29.2 

0.2 

0.1 

 

58.3 

59.8 

60.0 

（注）１．資料は国勢調査及び経済センサスとする。 

       ２．年次は、結果が公表されている最近３回の国勢調査年次とする。 

 

  

 

 

 

 

 

 



(2) 土地利用 

                             農林業センサス 

 年次 

総土

地 

面積 

耕 地 面 積 
 

草地 

面積 

林野面積 

その他 

面積 計 田 畑 

樹 園 地 

計 森林 原野 
 

果樹

園 
茶園 桑園 

実 数 

（ha） 

22 年 

27 年 

2 年 

8391 

8419 

8420 

2244 

 

 

460 

 

 

1833 

 

 

1 

 

 

― 

 

 

― 

 

 

― 

 

 

4 

 

 

1479 

1466 

1453 

1475 

1462 

1453 

4 

4 

0 

4614 

 

 

構成比 

（％） 
              

    （注）１．欄外に資料の出所を記載する。 

       ２．年次は、結果が公表されている最近３回の国勢調査年次とする。 

       ３．「林野面積」について調査が行われない年次については空欄とする。 

       ４．「草地面積」は、「永年牧草地」「採草地」「放牧地」の計を記入する。 

        ただし、「山林のうち牧草地、放牧地」は除く。 

       ５．構成比は、空欄のない最近年次について算出する。 

 

 (3) 森林転用面積 

年 次 総 数 
工場・事 

業場用地 

住宅・ 

別荘用地 

ゴルフ場・ 

レジャー用地 
農用地 公共用地 その他 

55 年 

2 年 

12 年 

10ha 

20 

61 

 ―ha 

― 

3 

1ha 

4 

― 

―ha 

1 

54 

4ha 

13 

― 

―ha 

― 

2 

5ha 

2 

2 

    （注）１．欄外に資料の出所を記載する。 

       ２．年次は、結果が公表されている最近３回の国勢調査年次とする。 

 

 (4) 森林資源の現況等 

  ① 保有者形態別森林面積           （令和４年３月３１日現在） 

保有形態 
総 面 積 立  木  地 人工林率 

(Ｂ/Ａ) 面積(Ａ) 比率 計 人工林(Ｂ) 天然林 

総     数   1340ha   100％   998ha   187ha   811ha   13.9％ 

国  有  林 41 3.1 39 5 33 13.1 

公 

有 

林 

計 

都道府県有林 

市町村有林 

財産区有林 

15 

2 

13 

0 

1.1 

0.1 

1.0 

0.0 

10 

0 

9 

0 

2 

0 

2 

0 

7 

0 

7 

0 

15.1 

8.8 

15.8 

0.0 

私  有  林 1284 95.8 950 179 771 13.9 



    （注）１．国有林については森林管理局の資料により、民有林については地域森林計画の市

町村別森林資源表及び都道府県の林業統計書等をもとに推計し記入する。 

       ２．官行造林地は「国有林」欄に、県行造林地等は「都道府県有林」欄に（ ）書き

で内数として記載するとともに、部分林及び分収林は造林者が保有しているもの

として記入する等実質的な経営主体により区分して記入する。学校林は市町村有

林とする。 

       ３．私有林には、社寺有林、組合有林、造林公社造林地、入会林野を含める。 

 

  ② 在（市町村）者・不在（市町村）者別私有林面積 

 年 次 私有林合計 
在（市町村）者 

面  積 

不在（市町村）者面積 

計 県 内 県 外 

実 数 

ha 

55 年 

2 年 

12 年 

1,520 

1,482 

1,445 

1,335 

1,217 

1,235 

165 

265 

210 

99 

128 

131 

66 

137 

79 

構成比 

％ 

55 年 

2 年 

12 年 

100 

100 

100 

89.1 

82.1 

85.5 

(100) 

(100) 

(100) 

(60.0) 

(48.3) 

(62.4) 

(40.0) 

(51.7) 

(37.6) 

    （注）１．欄外に資料の出所を記載する。 

       ２．年次は、結果が公表されている最近３回の調査年次とする。 

       ３．構成比（ ）は、不在（市町村）者の面積の県内、県外比率とする。 

 

 

③民有林の齢級別面積 

（令和４年３月３１日現在） 

齢級別 

区分 
総 数 

１・２ 

齢 級 

３・４ 

齢 級 

５・６ 

齢 級 

７・８ 

齢 級 

９・10 

齢 級 

11 齢級 

以 上 

民有林計 

 人工林 

 天然林 

959ha 

181   

778   

3ha 

1   

2   

20ha 

2   

18   

69ha 

4   

65   

110ha 

35   

74   

340ha 

46  

294   

418ha 

94   

324   

（備考） 

    （注）１．地域森林計画の資料（森林資源構成表）を参考として、記入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



④保有山林面積規模別林家数 

（令和４年３月３１日現在） 

面積規模 林家数  

 ～ 1ha  10～20ha   50～100ha  

1～ 5ha 11 戸 20～30ha  100～500ha  

5～10ha  30～50ha  500ha 以上  

 総 数 11 戸 

注）欄外に資料の出所を記載する。 

 

 

⑤作業路網の状況 

（ア）基幹路網の現況 

（令和４年３月３１日現在） 

区分 路線数 延長（km） 備考 

基幹路網 1 1.3  

 うち林業専用道 - -  

 

（イ）細部路網の現況 

（令和４年３月３１日現在） 

区分 路線数 延長（km） 備考 

森林作業道 - -  

注）⑤の２表については、以下の通知に基づき作成された管理台帳に登載された路線等を記載す

ることとする。 

・ 森林環境保全整備事業実施要領の運用（平成 14年 12月 26日 14林整整第 580号林野庁整

備課長通知）5の（3） 

・ 森林整備加速化・林業再生基金事業実施要領の運用について（平成 21 年 5 月 29 日 21 林

整計第 87号林野長通知）第 6の 2 

・ 森林・林業・木材産業づくり交付金実施要領の運用について（平成 20 年 3 月 31 日 19 林

政経第 307号林野庁長官通知）第 5の 2 

・ 森林環境保全整備事業実施要領の運用の一部改正について（平成 23 年 5 月 17 日 23 林整

整第 101 号林野庁整備課長通知）により廃止された造林作業道実施基準例の送付について

（昭和 57年 6月 4日 57‐12林野庁造林課長通知） 

 

（5）計画期間内において間伐を実施する必要があると認められる森林の所在 

 

     資料なし 

 



(6)市町村における林業の位置付け 

① 産業別総生産額 

 

   資料なし 

 

② 製造業の事業所数、従事者数、現金給与総額 

（令和３年現在） 

 事業所数 従業員数（人） 
現金給与総額（万

円） 

全製造業（Ａ） 166 4,888 1,740,153 

 うち木材・木製品製造業（Ｂ） - - - 

Ｂ／Ａ ％ ％ ％ 

    （注）１．最近年の工業統計表の「市町村編」による。 

       ２．製造業には、林業が含まれない。 

       ３．木材・木製品製造業の定義は、「産業分類」（総務省）によるものであり、製材業、

合板製造業等が含まれる。 

 

(7)林業関係の就業状況 

 

    資料なし 

 

(8)林業機械等設置状況 

 

    資料なし 

 

 (9) 林産物の生産概況 

 

    資料なし 

 

（10）森林経営管理制度による経営管理権の設定状況 

 

    資料なし 

 

（11）その他必要なもの 

 

       資料なし 


